
そこで政府は私設鉄道法よりも建設 ・ 巡転 ・ 営業等の規定を

緩和した法律の必裂を認め， 軽便鉄道法(明治 43 年法律第 57

~.) を制定し ， I百l年 8 ・ 3 より 施行した。この法律はわずか 8 箇

条からなり，その内容は軽便鉄道を敷設しよ うとする者は主務

大臣の免許を裂し，線路は原則として道路上に敷設すること を

禁じたが， 私設鉄道法(一部)，鉄道営業法， 軌道のま立当に際|す

る法律， 鉄道船舶郵便法を適宜綬使鉄道に準用すること等を定

めているに過ぎなかった。

なおこの法律の付鼠命令としては， 軽便鉄道法施行規貝IJ ， 軽

使鉄道営業規程， 軽便鉄道会計 i\主 fllJ ， 経使鉄道営業報告書様式，

軽便鉄道台帳規程，軽便鉄道統計 規程がある。

この法律は上記のように霊安な事項のみにかき.られた簡単な

内容であり ， しかも経使鉄道干ilì lltJ法(明治 44 年法律第 17 号)

による利益補給制のJl1J長策も係られたので， これらが原因とな

り ， 軽便鉄道の発途の後退Eを生み出したが，後日地方鉄道法(大

正 8 年法律第 52 号)の制定に伴ない， 私設鉄道法とともに廃止

された。--'私設鉄道法。地方鉄道法。(蓑口量進) ヘ

けいやくじむきてい 契約事務規程 国鉄が締結する売買，

貸借， 許i負そのほかの私法上の契約にi刻する事務の取扱方を定

めた規程。

l 制定の経総

従米の国鉄の契約制度の根幹をなしていた旧契約事務規程

(大正 11 ・ 7 途;;p; 546 号)は，遠く帝国鉄道会計時代の制定にか

かり，そののちいくらかの小改正をみたが， 国鉄が昭和 22 ・ 4 固

有鉄道事業特別会計となり，さらに同 24 ・ 6 公共企業体となって

からも改正をみないま まになっていた。しかしながら国鉄の契

約方式については，昭和 23 ・ 1 2 日本政府宛迎合軍政高司令官か

らし日本国有鉄道をして適正な司M法政策を確立させるこ とにつ

いて1 と Lづ覚諮が発せられ，ついで国鉄と連合î]1民間運輸局

との数次にわたる折衝を経て， 最終的な党舎が1Il:ì和 24 ・ 10 に発

せられて以来， 政府 としては当時すでに公共企業体となってい

た国鉄に対して ， これに関する立法摘i置を講ずる必要に迫られ

ていた。 H百和 24 ・ 12 法律第 262 号による日本国有鉄道法の一部

改正は，鉄道事業の高度の能率経営に役立つような公共企業体

としての図鉄の会計を規律し， 官庁会計制度の銀幹をなす財政

法， 会計法， 国有財産i去， 国有鉄道事業特別会計法そのほか従

前の国有鉄道事業の会計に闘し適用される法令の適用を排除す

ることに， そのおもな目的があったこ と はいうま でもないが，

当時の法律改正に当っては， この点の立法f首位が霊安であ った

ことも否定できない。国鉄の契約制度の現体系の基盤は， 突に

この法律改正によ り導入された第 49 条(契約)の規定であると

いえる。 すなわちこの法律改正により，昭和 24 ・ 1 2 以来，国鉄

においては公正協議による契約というわが国て咋主全く新しい契

約方式が制度化され，こ の点については， 日本国有鉄道法(以

ドLl謂欽法1 という)第 43 条の規定にもとづき制定公示された

日本国有鉄道会計規程(以下 L会計規程1 という) 第 9 章契約

においてその大要が示されていたが， これにもと づく 契約事務

規程については， なんらの改正をもみないままになっていた。

また従来の契約事務規程は，旧会計法(大正 10 年法律語I!l" 42 号 ) ，

旧会計規貝IJ (大正 11 年勅令第 l 号) ， I日固有財産法(大正 10 年

法律第 43 号)を基主主と して制定されたものであるが，これらの

現行法令である会計法(昭和 22 年法律第 35 号) ， 予算決算およ

び会計令(日百利 22 年勅令第 165 号) ， 固有財産法 (11百和 23 年法

律第 73 号)も， ïiï]述の よう に， 11日和 25 年度からは匡1~9<に対し

ては適用されない こ とと なった。

よ って国鉄における現行の契約制度の根幹をなす国鉄法第

けいやくじむ

49 条(契約)， 日 本国有鉄道法施行令(以下 L施行令1という)第

24 条 (契約申込者の資絡)，第 25 条(契約方式の特例)および会

計規程自H 章の各条項ならびに し政府契約の支払遅延防止等に

関する法律l(昭和 24~こ法律第 256 号，以下 L支払遅延防止法1

という ) ， 建設業法 (日百平11 24 年法律第 100 号)など国鉄に対し

て適用または準用される官官法令に準拠して， 新し く 契約事務規

程を制定する必要に迫られた。しかしながら新しい契約体制を

規律する手続規程の制定は， 長年にわたる国鉄の契約制度の綴

底宏変革するものであり ， 一朝一夕には 4 くなし得ない とこ ろ

であったので，とりあえず暫定的な諸通達によりこれが実施を

図り，その間他官庁， 公社，民間事業などの契約方式， さ らに

諸外国の例をも研究し，これが整備に努めた結来， 昭和 3 1 ・ 7 総

裁達第 482 号 L契約事務規程1 が制定され， 同年 9 ・ 1 からその

実施をみるにいたった。この規程の制定に伴ない， 従来の契約

事務規程はもちろん， 従来の契約事務規程の布Iì足規程であるし指

名競争契約又は随意契約による建設工事の範凶についてl(昭和

27 ・ 1 0 ・ 10 公報依命通法) ， L建設工事以外の場合の指名競争契約

又は随意契約の施凶等についてl(昭和 29 ・ 9 ・ 2 公報依命通法) ，

L入札保証金及び契約保証金の取扱等についてl (昭和 26 ・ 3 ・ 3 1

公報依命通達) ， L法律第 256 号の取扱手続についてl(昭和125 年

依命通達)および前金払及び概算払取扱規程(昭和 28 ・ 1 総裁達

第 58 号)の各通返類はこれを廃止することとなり ， 新たに担保

取扱規程(昭和 3 1 ・ 7 総裁述首l; 483 号) ， t苅金扱及び奴J):払1&数

規程(1Il:ì和 31 ・ 7 総裁迷第 486 号)など新しい契約事務規程制定

笑施に伴ない，関係諸規程の整備が行われた。

2 現行規程の紙製

国鉄の契約11~l!交の法盤となるべき|刻係法令は， 昭和 28 ・ 10 施

行令の一節目先正を も って一応その設備をみたが，これが尖務に

ついては， 長年にわたり1tt行化した長所もある ので， 基本法令

に準拠すべき点を除き ， そのほかはなるべくその内容において

旧規程を踏襲することとし，また第一線の突務担当者の執務に

資するため，日本電信電話公社の契約事務規程と同機，契約百

をひな形としてこの規程の付属詮式に掲げることとなった。そ

の編成は，第lî.主総f!IJ 第 2 章競争契約 第 I 節公開競争契約

第 2 節せり究 第 3 餅指名競争契約 第 31主公正協議による契

約第 4J;ï随意契約第 5 ï:t契約の締結第 6章契約の履行

第 7 主主契約の解除および変更 第 8 章雑目IJ 附則 別紙とな っ

ている。契約告式省略。

第l'意総目IJにおいて適用範凶，用語の意義，契約担当役， 契

約方式， 競争の方法，契約|員i係帳簿など契約に|刻する総括的事

項を規定している。

第 2 ï;I:競争契約においては，契約の相手方を選定する方法と

しての競争入札と，せ り売 と をあげている。いずれも不特定ま

たは特定の多数の者をして競争的に契約条併を提示させ， その

うち最も有利な条件を提示した者との聞に契約を成立させよう

とするものである。 競争者が互にほかの競争者の提示する条件

を匁lらないで，自己の条件をf盟国で提示するものを入札といい，

売却の場合で， 互にこれを知り つつ口頭で自己の条例を拠示す

るものをせり売という。なお，競争入札の方法に よ る湯合で，

不特定な多数の者をして契約条件を提示させるものを公開競争

契約， また特定の(国鉄が指定する)，多数の者に契約条件を提

示させるものを指名競争契約といい ， 競争入札およびせり 売の

場合ともに競争の対象となる契約条件は， も っぱら契約佃i怖に

かかわらしめていて， 履行のJUJ見込 ・ 数也: ・ J:~11 í:îなどについては

全く考慮されないのが現状である。なお後述する公E協議に よ

る契約においては， 単に契約の相手方と して不適当な申込者を
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